






















































































































　原告 X は、平成₁₄年当時、本件小学校の ₅年生に在籍していた。被告 Y₁市は、
本件小学校の設置管理者、被告 Y₂は本件小学校の校長、被告 Y₃は X の担任教諭、
被告 Y₄は音楽担当の教諭であった。
　平成₁₄年 ₉ 月₁₃日、Y₄は音楽の授業中、教科書に記載されている曲の CD を大
















他方で X は、Y₄が X を納得させるだけの理由を述べないために徐々に興奮し始め
た。このため、Y₃は、X を落ち着かせようとして顔を近づけて声をかけたり、肩
をたたいて深呼吸するよう促したりしたが、X の興奮は収まらなかった。このよう





































　同月 ₁日、X は、Y₂に対し、Y₃を同席させずに Y₄と本件クラスの生徒のみで話
し合うことを確認したが、その際、Y₂は、X に対し、X はすぐに興奮するので、
冷静にみんなで話をするよう注意した。Y₄と本件クラスとの生徒との話し合いを
行う学級会は、同月 ₆日に開かれる予定であったが、当日 X が遅刻をしたため延




　同月₁₁日、Y₂は、X の両親を呼び出し、Y₃とともに、X が本件授業について Y₃
の対応に納得していないことを話し、X の両親の協力を求めたが、後日行われた































に卒業するまで登校しなかった。Y₃は、X の母に電話をして X の容態について聞
いたが、「登校できる状態ではない。」と言われ、具体的な容態については聞き出せ






















　本件は、以上の事実関係の下で、X が Y₁ないし Y₄に対し、Y₂等が本件授業に
抗議した X を物置部屋に閉じこめ、クラスから孤立させるなどし、その結果とし







































































　原告 X の子 A は、本件が発生した平成₁₆年当時、被告 Y 県の設置管理する B 高

































　A の死亡後、B 高校は、X らと数次に渡り話合いの機会を設け、事実確認が多人
数かつ長時間に渡ったことに対して「配慮が足らなかった」等とする文書を渡した
が、同時に、A の行為にはカンニングの疑いがあった旨を X に告げた。
　本件は、以上の経緯の下で、X が Y に対し、A の死はカンニングを疑われ、Z₁
ら多人数の教員に長時間追及されたことに起因する自殺であると主張し、損害賠償
₈₀₀₀万円（控訴審で₄₀₀₀万円に減縮）の支払を求めたものである。これに対して Y
は、そもそも A の死は自殺ではなく事故であるうえ、A の行為に照らせば Z₁らに
よる事実確認に違法性はないと反論した。
　さいたま地裁は、次のように判示し、X の請求を棄却した。










































　他方、本件事実確認の結果、B 高校としては A がカンニングをしたとの結論に
















































　本件小学校校長 C は、A の死亡直後である平成₂₀年 ₄ 月上旬、X₁らに対して、
電話で、近日中に開催予定の PTA 総会において、A の死因は自殺ではなく、不慮
の事故である旨説明を行うようにとの発言をした。また、C 校長は、X₁らに対して、
B 教諭が辞意を表明している旨を伝え、A の死因は不慮の事故であって B 教諭に
責任はないとして、B 教諭に辞意を撤回するよう、X₁らから B 教諭に慰留を求め
るよう依頼した。




　この間、C 校長は、平成₂₀年 ₄ 月 ₇ 日付け一般事故報告書において、「死亡の原因」




ているが、自殺である旨異議を述べ、C 校長の後任である D 校長により、死亡の
原因を自殺と変更する旨の報告書が提出された。









　一方、B 教諭は、平成₂₁年 ₃ 月に卒業式が終了した後、X₁ら宅に呼び出され、
X₁らから A は事故で死亡したのではなく、自殺により死亡したとの見解を聞かさ










　また、X₁らは、平成₂₂年 ₅ 月 ₆ 日頃、B 教諭に対して、「 ₅年生担任時の言動・

















が見られたものの、本件小学校の ₆年生は、特段の問題なく B 教諭担任の下で卒
業を迎えた。

































して生きていくのも人として生きていくのも B 教諭次第だ。」「B 教諭は、₁つ ₁つ
細かいことを確認しても言わないし、曖昧にするので事実確認はしない。それより
も研修指導する。」などと述べた。
　さらに、E 教育長は、翌平成₂₃年 ₃ 月、X₁らに対して、B 教諭に退職を促してい




















直接叱責されていない A も B 教諭に対して多少の恐怖心を抱いていた可能性は否定で






















　② X₁らは、B 教諭が、A の死亡直後からしばしば謝罪の言葉を述べ、あるいは謝罪文を
作成していること「をもって、指導の違法性を自認している旨主張する。」「これに対し、





















































かわらず、X₁らに対しては、基本的に X₁らの主張に沿う形で B 教諭に関する厳しい







































しろ B 教諭個人に対して、A の死亡の責任があるとの自認を求めていることが窺
われるが、これに対して学校が、個々の教員の行動に対して「組織」としてどのよ
うな立場をとり、個々の教員の正当な利益を保護することが可能であるかも、検討
を要すべき課題であると考えられる。
　本判決に対して X₁らは、B 教諭の指導に関する責任を認めなかったことを不服
として控訴しており、同事件は₂₀₁₃年₁₀月末現在、札幌高裁に係属中である（札幌
高裁平成₂₅年（ネ）₂₇₃号）。
（未完）
（人文社会系准教授）
